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1 改正理由

電気自動車の走行距離の延伸を求める利用者の増加などを背景として、当該自動

車に搭載される電池の大容量化に伴い、その電池を充電するための急速充電設備の

普及が予想されることから、対象火気設備等の位置、'構造及び管理並びに対象火気

器具等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令(平成14年総務省

令第24号)の一部が改正されたことを受け、長崎市火災予防条例(昭和37年長

崎市条例第6号。以下「条伊1」という。)に規定する急速充電設備の位置、構造及び

管理に関する基準等を見直すとともに、その他所要の整備を行うもの。

長崎市火災予防条例の一部を改正する条例の概要について

'2 改正内容

(1)対象火気設備等のうち、急速充電設備の全出力の上限を50キロワット(平成

24年制定)から200キロワットまで拡大するもの。

(2)急速充電設備の全出力の上限の拡大に伴い、急速充電設備の位置、構造及び管

理に関する基準の細目を改正するもの。

(3)全出力50キロワッ.トを超える急速充電設備については、消防署への設置の届

出を要することとするもの。

(4)その他所要の整備を行うもの。

3 施行期日

令和3年4月1日

4 経過措置

この条例の施行の際現に設置され、又は設置工事中に係る改正後の条例第11条

の2第11貢に規定する急速充電設備の位置、構造及び管理に関する基準の適用につ

いては、これまでの基準を適用する。

5 根拠法令

(1).消防法(昭和23年法律第1 86号)

(2)消防法施行令(昭和36年政令第37号)

(3)対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する

条例の制定に関する基準を定める省令の一部を改正する省令

(令和2年総務省令第77号)
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6 急速充電設備の概要

急速

充電

設備 _0 〒聶'、1 。ケーブル

^^充電ボート

ι亀就r

電気自動車

急速充電設備(外観)

充電時間等の比較7

改正前

急速充電
充電設備の種類

(50 kw)

約30分160 km

走行距麟

約15分80 km

自動車販売店、設置場所

8 長崎市内の急速充電設備設置状況

令和2年11月1日現在、14か所に設置され、その全てが国が示す安全規格

に適合している。

設置数設置場所

自動車販売店

物品販売店舗

ホテル

駐車場

宗教施設

コンセント

普通充電

(1.5kw)

約 14時間

約8時間

住宅等
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電気自動車へ充電中

改正後

急速充電

(200 則)

約 7.5分

約 3.75分

物品販売店舗等

二

.

●
●
●
皆

■
騨

.
●
■

7
3
2
1

榔
1
2
3
4
5



9 長崎市火災予防条例新旧対照表

改正案

(燃料電池発電設備)

第8条の3 屋内に設ける燃料電池発電設

備(固体高分子型燃料電池、りン酸型燃

料電池、溶融炭酸塩型燃料電池又は固体

酸化物型燃料電池による発電設備であつ

て火を使用するものに限る。第3項及び

第5項、第17条の2並びに第52条第

11号において同じ。)の位置、構造及び

管理の基準については、第3条第1項第

1 号(アを除く。)、第 2号、第4号、第5

号、第7号、第9号、第1 7号(ウ、ス及

びセを除く。)、第1 8号及び第1 8号の

3並びに第2項第1 号、第 11 条第1項

(第7号を除く。)並びに第 12条第1項

(第2号を除く。)の規定を準用する。

2~ 5 (略)

現イテ

(燃料電池発電設備)

第8条の3 屋内に設ける燃料電池発電設

備(固体高分子型燃料電池、りン酸型燃

料電池、溶融炭酸塩型燃料電池又は固体

酸化物型燃料電池による発電設備であつ

て火を使用するものに限る。第3項及び

第5項、第17条の2並びに第52条第

(急速充電設備)

第11条の2 急速充電設備(電気を設備

内部で変圧して、電気自動車等(電気を

動力源とする自動車等(道路交通法(昭

和35年法律第105号)第2条第1項

第9号に規定する自動車又は同項第10

号に規定する原動機付自転車をいう。第

12号において同じ。)をいう。以下この

条において同じ。)に充電する設備(全出

力20キロワット以下のもの及び全出力

200キロワ・トを超えるものを除く。)

をいう。以下同じ。)の位置、構造及び管

理は、次に掲げる基準によらなければな

らない。

ロ)急速充電設(全力50キロワ、、

ト以下のもの及び消防が認める延焼

を防止するための措が・じられてい

るものを除く。)を屋外に設ける凹合に

あっては、建築から3メートル以上

の距離をつこと。たたし、不燃材料

10号において同じ。)の位置、構造及び

管理の基準については、第3条第1項第

1 号(アを除く。)、第2号、第4号、第5

号、第7号、第9号、第1 7号(ウ、ス及

びセを除く。)、第1 8号及び第1 8号の

3並びに第2項第1号、第 11 条第 1 項

(第7号を除く。)並びに第 12条第1項

(第2号を除く。)の規定を準用する。

2~5 (略)

(急速充電設備)

第11条の2 急速充電設備(電気を設備

内部で変圧して、 電気を

動力源とする自動車等(道路交通法(昭

和35年法律第1 05号)第2条第1項

第9号に規定する自動車又は同項第10

号に規定する原動機付自転車をいう。

以下この

条において同じ。)に充電する設備(全出

力20キロワット以下のもの及び全出力

_50キロワットを超えるものを除く。)

をいう。以下同じ。)の位置、構造及び管

理は、次に掲げる基準によらなければな

らない。

(新設)



改正案

で造り、又はわれた外壁で開口部の

ないものに面するときは、この限りで

ない。

」2」_~(4)(略)

(5)充電を開始する前に、急速充電設備

との間と電気自動車等

で自動的に絶縁状況の確認を行い、絶

縁されていない場合には、充電を開始

しない措置を講ずること。

(田急速充電設備と電気自動車等

が確実に接続されていない場

4

合には、充電を開始しない措置を講ず

ること。

(フ)急速充電設備と電気自動車等

の接続部に電圧が印加されて

いる場合には、当該接続部が外れない

ようにする措置を講ずること。

(8 )~ a 2)(略)

n3)コクター(充用ケーブルを電"

自車等にキるための部分をい

う。以下この自において同じ。)につい

て、操作に伴う不時のr一下を防止する

措・を・ること。ただし、コクタ

ーに十分な強をするものにあって

は、この限りでない。

(1 )~( 3 )(略)

{4}充電を開始する前に、急速充電設備

と電気を動力源とする自動車等との間

で自動的に絶縁状況の確認を行い、絶

縁されていない場合には、充電を開始

しない措置を講ずること。

(5)急速充電設備と電気を動力源とする

自動車等が確実に接続されていない場

合には、充電を開始しない措置を講ず

ること。

(6)急速充電設備と電気を動力源とする

自動車等の接続部に電圧が印加されて

いる場合には、当該接続部が外れない

ようにする措置を講ずること。

【フ}~Ⅱ 1)(略)

(新設)

現行

(新設)n4)充電用ケーブルを冷却するため液

を用いるものにあっては、当該'体が

れた厶に、'れた液体が内部基板

等の機器に・・,、を与えない造とする

こと。また、充電ケーブルを;ム却す

るために用いる、の;,量及び温の

{を自的に知する造とし、当

該液体のh量又は温のを知し

た■厶には、急速充電設備を自的に

止させる措置を・ること。

a5}複数の充電用ケーブルをし、複数

の電"自等に同時に充電する機能

(新設)



改正案

をするものにあっては、力の切

えにる属閉器の{を自的に検知

する造とし、当該閉器の{を

知した'合には、急速充電設用を自

的に止させる日置を・ること。

(16)(略)

ア(略)

イ異{な一温とならないこと。

温の異{を自的に知する構造

とし、{な。温又は温を知した

'合には、急速充電設備を自的に

止させること。

工制御機能の{を自的に知する

構造とし、制御機能の異{を検知した

'合には、急速充電設備を自的に

止させること。

現行

(1刀~Ⅱ8)(略)

n2)(略)

ア(略)

イ{な温とならないことまた、

{な,温となつた合には、急速充

電設備を自的に止させること。

(新設)

(消火器に関する基準)

第3 5条(略)

2 (略)

3 前2項

Ⅱの~ n4)(略)

消火器は、令第10条第2項並びに消防

法施行規貝IK昭和36年自治省令第6号。

以下「規則」という。)第9条及び第11

条の規定の例により設置し、及び維持し

なければならない。

(新設)

の規定により設ける

(火を使用する設備等の設置の届出)

第52条(略)

{1}~( 9 )(略)

{1の急速充電設備(全力50キロワ、、

ト以下のものをく。)

nl)~ 05)(略)

{13}~(14)(略)

(消火器に関する基準)

第3 5条(略)

2 (略)

3 1項及び第2項の規定により設ける

消火器は、令第10条第2項並びに消防

法施行規則(昭和36年自治省令第6号。

以下「規則」という。)第9条及び第11

条の規定の例により設置し、及び維持し

なければならない。

(火を使用する設備等の設置の届出)

第52条(略)

(1 )~(9 )(略)

(新設)
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附則

(施行期日)

1 この条 1は、令和3年4月1日から施

行する。

(経過措置)

改正案

2 この条例の施一の現に設置され、又

は'の工がされている改正後の長崎市

火1'防条例第11 条の2第1項に規定す

る急速充電設備に係る、、構造及び管理

に関する基準の適用については、なお従前

の 1による。

現行


